








































































































































































験合格率（2012 年 23％→ 2014 年 47％：現
地データより）を実現している。また、タ
イのチェンマイでは、教育的に取り残され
た北部山岳民族の教育開発のために、民族
固有の食生活、服装、舞踊等の生活文化を
維持しつつ、それらを活用した商品づくり
も学ぶ寄宿学校を設立、民族性を尊重し自
立を促すことで実用性の高い学習成果を挙
げている。
　本研究は、こうした教育政策論と実践論
が融合する事例の中に、学習成果を生む政
策 - 実践接連携の有益性が存在すると考え、
学習成果改善への連携を実現している政策
担当者や校長、教師らの発想、理念、実践
の進め方、教授方法の改善等、多面的分析
を行おうとした。さらに学校等教育現場か
らの主体的な政策への連携模索、政府側か
らの現場の状況に鑑みた連携模索、あるい
は NGO が仲介する連携と、パターンを分類
した上で国際比較を行う。これにより、（図）
に示す通り、学界における政策と実践の連
携のあり方のイメージを再構築し、最新の
情報を踏まえた連携のイメージ、成果創出
構造を提供できるよう企図した。
３．研究の目的・学術的独自性と創造
性
　上記をまとめ、本研究では、このような
途上国における学習成果改善を実現する一
つの方法論を、「政策 - 実践連携」として概
念化し、中央・地方教育行政、学校、保護
者、コミュニティなどあらゆる立場からの
連携プロセス、要件、さらに連携の進展に
伴う教育の質や学習成果に対する意識や意
味を明らかにすることを目的とした。対象
教育段階は、初等教育あるいは中等教育と
し、関連する研究者の判断によって決める
こととし、以下の二点を研究目的とした。
①アジア・アフリカ諸国における初等・中
等教育に焦点を当てた政策 - 実践連携の
構造解明
　本研究では現在、大量の初等教育修了者
が中等教育に進学した結果として、教育の
質の低下問題を抱えるアジア・アフリカ諸
国 11か国（タンザニア、ザンビア、ケニア、
マラウィ、ウガンダ、南アフリカ共和国、
エチオピア、ベトナム、インドネシア、マ
レーシア、カンボジア）において、既に学
習成果改善につながり得る政策 - 実践連携
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を実現させた場所で、現地研究者の協力を
得ながら、その政策 - 実践連携の政策担当
者や現場の校長、教師の発想、理念、環境
整備、実践方法の改革に関するデータ収集
を行うこととした。その分析により、連携
促進要因は何であったか、また連携への阻
害を乗り越え得た取組みや理由を分析、さ
らに政策 - 実践連携上の課題（財政難、政
治的脆弱性、教員の質等）と効果（成績改
善、興味関心の増加等）を析出することと
した。そこから浮き彫りになった各国の特
性を、地域間比較の素材とし、政治的背景、
制度、経済情報も盛り込んだ地域教育モノ
グラフを形成、政策 - 実践連携構造解明を
目指そうとした。
②途上国の学習成果改善にとって有効な政
策 -実践連携のあり方の研究
　次に①において形成された地域教育研究
モノグラフを基に、実践の特徴を踏まえて
類型化し、地域間比較分析を行おうとして
いる。例えば、a) 学校や地域側すなわち教
育現場から主体的に政策連携を求めるアプ
ローチ、b) 政府が現場の状況に鑑みて連携
を行うアプローチ、c)NGO が連携を仲介す
るアプローチ等を軸として連携事例が持つ
特徴を整理する（（図）を参照）。連携の促進・
阻害要因の共通性あるいは特殊性を考慮し、
地域間・事例間の比較を行い、構造、要因
分析を深めることで、効果的な政策 - 実践
連携を通じた学習成果創出構造や政策的示
唆を導出する。
　こうしたことから、本研究の学術的独自
性は、(1) 関連研究者らによるこれまでの
政策的知見と実践的知見を総合することで、
新たな学問的地平を開くこと、(2) 研究者
に加えて、教育行政官、教員まで広く参画
することで、実効性の高い研究成果を創出
する点である。また独創性は、従来見落と
されてきた政策研究と実践研究の連携部に
焦点を当てる点にある。さらに研究 - 政策
- 実践の循環構造を示すことで、途上国教
育政策・国際教育協力に欠けていた学習改
善を実現する知見が広く国内に普及される
可能性を高めていくところにある。
